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１ 国民の皆様へ

   独立行政法人国立美術館は，平成１３年度に国立の美術館４館（東京国立近代美術館，京

都国立近代美術館，国立西洋美術館及び国立国際美術館）が一つの法人となり発足しました。

その後，平成１８年７月に国立新美術館が設置（開館は平成１９年１月）され，現在では５

館となっています。

   平成２９年度は，第４期中期目標期間の第２年度となりますが，文部科学大臣が定めた中

期目標に対して，法人として目標を達成するためにとるべき措置等として「Ⅰ 国民に対し

て提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置」

及び「Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置」等を掲げた中期

計画を作成し，事業活動を行っております。

   国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するための

措置については，三つの項目をたてております。

まず一つ目は「１ 美術振興の中心的拠点としての多彩な活動の展開」です。所蔵作品展・

企画展・企画上映等の開催，国立新美術館における美術団体等への展覧会場の提供，美術に

関する情報の収集・提供・利用，学校等との連携強化やボランティア等と相互協力による教

育普及事業の充実などを実施しています。

   所蔵作品展については，国立美術館全体として延べ 1,222 日を開催し，この間に 20 回の

展示替を行い，1,252,992 人の方々に観覧していただきました。これは，前事業年度の

1,148,659 人と比較すると，約 9.1%の増加となりました。

   企画展については，国立美術館全体として延べ 1,576 日，31 回開催し，3,560,396 人の方々

に観覧していただきました。これは，前事業年度の 3,126,783 人と比較すると，約 13.9％

の増加となりました。   

東京国立近代美術館フィルムセンターで開催した上映会については延べ 241 日，539 回上

映し，75,317 人の方々に観覧していただきました。これは，前事業年度の 76,127 人と同程

度となりました。

   国立美術館は，所蔵する美術作品を効果的に活用するとともに，広く国民の皆様の鑑賞機

会の充実を図るために巡回展事業を実施しています。当事業年度は，「独立行政法人国立美

術館巡回展」を福島県立美術館及び秋田県立近代美術館の２会場で開催するとともに，東京

国立近代美術館工芸館の所蔵作品を高岡市美術館，新潟市美術館及び石川県立美術館へ巡回

しました。

   東京国立近代美術館フィルムセンターが実施している「優秀映画鑑賞推進事業」等の巡回

上映は，全国 188 会場，延べ 409 日実施しました。

   また，児童・青少年の鑑賞機会を拡充するために高校生以下及び１８歳未満の所蔵作品

展・企画展の無料化（共催展の観覧料は小・中学生のみ無料，高校生は減額）を引き続き実

施するとともに，各館において，展覧会にあわせた講演会，シンポジウム及びアーティスト

トークに加え，小・中学生を対象にした教育普及事業，団体鑑賞ガイダンス及び教員等を対

象とした研究会などを実施しました。

   これらの国立美術館が実施する展覧会事業や所蔵作品についての情報については，法人及

び各館のホームページにおいて公表発信しており，アクセス件数は法人全体で 59,816,934

件（ページビュー）に及んでいます。
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   二つ目は「２ 我が国の近・現代美術及び海外の美術を体系的・通史的に提示し得るナシ

ョナルコレクションの形成・継承」です。当事業年度の国立美術館の新収蔵点数は，美術作

品については，379 点の購入と 293 点の寄贈を受け，ナショナルコレクションを充実させる

ことができました。

また，所蔵作品を次世代に継承するためには，所蔵作品個々の状態把握と必要な修理・修

復を継続的に行うことが必要であり，修復家による点検を踏まえた修復や展示計画・貸出の

際における事前状態の確認作業により着実に修復作業を行いました。

なお，これらの作品は所蔵作品展における展示や他の美術館が開催する展覧会への貸与等

に使用することができました。

   三つ目は「３ 我が国における美術館のナショナルセンターとしての美術館全体の活性化

に寄与」です。国内外の美術館等と連携･協力を図り，セミナーやシンポジウム等の開催，

美術教育のための研修の実施及び教材・プログラムの開発，インターンの受入，公立美術館

の学芸職員を対象としたキュレーター研修などを実施しました。

また，東京国立近代美術館フィルムセンターでは，我が国の映画文化振興の中枢機関とし

て，国内外の映画関係団体等と連携しながら，映画を文化遺産・歴史資料として網羅的に収

集することを目標として，映画フィルムの収集・保存・復元を行いました。映画フィルムの

収集については，当事業年度は 299 本の購入と 579 本の寄贈を受けました。

   「業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置」としては，収蔵品の安

全の確保及び入館者へのサービスの向上を考慮しつつ，業務の効率化を進め，運営費交付金

を充当して行う事業については，今中期目標期間中の５年間で新規に追加される業務及び拡

充分を除いて，前中期目標期間最終年度（平成２７年度）に比して 15％以上，業務経費 5％

以上の効率化が目標となっています。当事業年度は，一般管理費は 32.4％の削減を達成し

ましたが，業務経費は美術振興事業費の増加などにより 5.7%増加しております。

   当事業年度の収入につきましては，運営費交付金及び施設整備費補助金は，年度計画のと

おりに国から交付されました。また，法人全体の自己収入予算額は，1,210 百万円となって

おりましたが，自己収入の実績額は，1,818 百万円と予算額を上回ることができました。そ

の結果，当期総利益は 315 百万円となっております。

   なお，年度計画及び事業実績の詳細につきましては，当法人のホームページに掲載してお

ります。

（年度計画 URL http://www.artmuseums.go.jp/04/0404.html）

  （事業実績 URL http://www.artmuseums.go.jp/03/0303.html）

２ 法人の基本情報

（１）法人の概要

  ① 法人の目的

     独立行政法人国立美術館は，美術館を設置して，美術（映画を含む。）に関する作品

その他の資料を収集し，保管して公衆の観覧に供するとともに，これに関連する調査及

び研究並びに教育及び普及の事業等を行うことにより，芸術その他の文化の振興を図る

ことを目的としております。（独立行政法人国立美術館法第三条）
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  ② 業務内容

     当法人は，上記の目的を達成するため以下の業務を行います。

     ア 美術館を設置すること。

     イ 美術に関する作品その他の資料を収集し，保管して公衆の観覧に供すること。

     ウ イの業務に関連する調査及び研究を行うこと。

     エ イの業務に関連する情報及び資料を収集し，整理し及び提供すること。

     オ イの業務に関連する講演会の開催，出版物の刊行その他の教育及び普及の事業を

行うこと。

     カ アの美術館を芸術その他の文化の振興を目的とする事業の利用に供すること。

     キ イからオまでの業務に関し，美術館その他これに類する施設の職員に対する研修

を行うこと。

     ク イからオまでの業務に関し，美術館その他これに類する施設の求めに応じて援助

及び助言を行うこと。

     ケ アからクの業務に附帯する業務を行うこと。

  ③ 沿革

     平成１３年４月 東京国立近代美術館，京都国立近代美術館，国立西洋美術館及び国

立国際美術館４館で構成される独立行政法人国立美術館として発

足し，それに伴い本部を設置

     平成１８年７月 国立新美術館を機関設置（開館は平成１９年１月）

  ④ 設立根拠法

     独立行政法人国立美術館法（平成十一年法律第百七十七号）

  ⑤ 主務大臣（主務省所管課等）

     文部科学大臣（文部科学省文化庁長官官房政策課）
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  ⑥ 組織図

H 29.3.31現在

*1(兼)学芸課長 教育普及室

情報企画室 

美術資料室 

広報・国際室 

会計担当係 

館長 
*1(兼)室長（運営） 事業担当係

企画室 

副館長

美術室 
評議員会 学芸課長

情報資料室

教育普及室 

国立新美術館 総務担当係 
総務課長 *1(兼)室長（管理）

会計担当係 
*1(兼)室長（運営）

事業担当係 

館長
企画室 

*1(兼)版画・素描室 

保存修復室 

国立国際美術館 総務課長 *1(兼)室長（管理） 総務担当係 

教育普及室 

評議員会 情報資料室 

*1(兼)学芸課長 絵画・彫刻室 

国立西洋美術館 *1(兼)室長（運営） 事業係 

館長 副館長 研究企画室 

情報資料室 

教育普及室

総務担当係 
総務課長 室長（管理）　

会計担当係 

監査室

*1(兼)所蔵品管理第一室 

所蔵品管理第二室 
学芸課長 

評議員会 展示調整室 

監　事

（非常勤） 京都国立近代美術館 総務課長 *1(兼)室長
　（運営管理）

総務担当係 

事業担当係 

館長 会計担当係 

業務担当係 

理事長

理　事

*1(兼)相模原分館管理担当係

映画室 

事業推進室 

情報資料室 

運営委員会
*1(兼)展示室

外部評価委員会 教育・資料室 

フィルムセンター主幹 *1(兼)事務室長 管理担当係 

館長　 副館長 写真室 

展示調整室 

工芸課長 工芸室 
評議員会

デザイン室 

東京国立近代美術館 広報室

美術課長 絵画彫刻室 

*1(兼)版画素描室 

*2(命)管理担当係

企画課長 企画展室 

教育普及室 

情報資料室

*2(命)人事担当係

*2(命)総務課長 *2(命)普及担当係

*2(命)研修担当係

*2(命)監査担当係

*2(命)会計課長 *2(命)会計担当係

情報企画室長

*2(命)運営管理部長
*2(命)総務担当係

普及担当係 

事務局長 次　長
研修担当係

財務担当係 
財務課長   

会計担当係 

独立行政法人　国立美術館　機構図 ＊1(兼)……総務課長又は室長の兼任を示す。

＊2(命)……本部職員等が併せて担当を命じられているものを示す。

本　　部 総務企画担当係 
総務企画課長　

人事担当係 

国立映画アーカイブ（仮

称）設置準備担当課長
管理担当係 

評議員会
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（２）本部・各館の所在地

   本       部：東京都千代田区北の丸公園３－１東京国立近代美術館内

    東京国立近代美術館：東京都千代田区北の丸公園３－１

    京都国立近代美術館：京都府京都市左京区岡崎円勝寺町

    国 立 西 洋 美 術 館：東京都台東区上野公園７－７

    国 立 国 際 美 術 館：大阪府大阪市北区中之島４－２－５５

    国 立 新 美 術 館：東京都港区六本木７－２２－２

（３）資本金の状況                        （単位：百万円）

区分 期首残高 当期増加額 当期滅少額 期末残高

政府出資金 81,019 - - 81,019

資本金合計 81,019 - - 81,019

（４）役員の状況

役職 氏名 任期 担当 経歴

理事長 柳原 正樹
平成 29 年 4 月 1 日～

平成 33 年 3 月 31 日

京都国立

近代美術

館長

昭和５３年 ４月 富山県教育委員会文化課

昭和５５年１２月 富山県立近代美術館

平成１８年 ４月 富山県水墨美術館副館長

平成２２年 ４月 富山県水墨美術館館長

平成２５年 ４月 富山県水墨美術館館長（再任用）

平成２５年 ７月 京都国立近代美術館長

平成２６年 ４月 独立行政法人国立美術館理事

         （京都国立近代美術館長）

平成２９年 ４月 独立行政法人国立美術館理事長

（京都国立近代美術館長）

理事

（常勤）
青木 早苗

平成 29 年 4 月 1 日～

平成 32 年 1 月 5 日

本部事務

局長

昭和６０年 ４月 文部省入省

平成２１年 ４月 法政大学特認教授

平成２３年 ４月 国立教育政策研究所生徒指導

研究センター長

平成２４年 ９月 国立大学法人東北大学特認教授

平成２６年 ８月 独立行政法人放射線医学総合

研究所監事

平成２８年 ４月 国立研究開発法人量子科学技術

研究開発機構理事

平成２９年 ４月 独立行政法人国立美術館理事

         （本部事務局長）

理事

（非常勤）
太下 義之

平成 29 年 4 月 1 日～

平成 33 年 3 月 31 日

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサル

ティング芸術・文化政策センタ

ー主席研究員／センター長

平成２９年 ４月 独立行政法人国立美術館理事

監事

（非常勤）
山脇 佐江子

平成 28 年 8 月 1 日～

平成 32 事業年度財務

諸表承認日まで

昭和４５年 ４月 兵庫県立近代美術館学芸員

平成 ７年１２月 名古屋ボストン美術館学芸部長

平成１６年 ４月 姫路市立美術館館長

平成２５年 ３月 姫路市立美術館館長退職

         美術評論家（現職）

平成２８年 ８月 独立行政法人国立美術館監事

監事

（非常勤）
増田 正志

平成 28 年 8 月 1 日～

平成 32 事業年度財務

諸表承認日まで

昭和４８年 ４月 日本火災海上（現日本興亜火災）

保険株式会社

平成１５年 ５月 新日本監査法人（現新日本有限責

任監査法人）シニア・パートナー

平成２４年 ７月 増田公認会計士事務所開設

（現職）

平成２６年 ４月 国立大学法人東京農工大学監事

（現職）

平成２６年 ６月 公益社団法人日本ユネスコ協会

連盟監事（現職）

平成２８年 ８月 独立行政法人国立美術館監事
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（５）常勤職員の状況

   常勤職員は平成 29 年度末現在，109 人（前事業年度より 3 名増）であり，平均年齢は

43.8 歳（前事業年度より 0.7 歳減）となっております。このうち，国等からの出向者は

22人,民間からの出向者は 0人,平成 30年 3月 31 日退職者は 3人です。
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３ 財務諸表の要約

（１）要約した財務諸表

① 貸借対照表（http://www.artmuseums.go.jp/03/0302.html）  （単位：百万円）

資産の部 金額 負債の部 金額

Ⅰ．流動資産
   現金及び預金
   その他流動資産
Ⅱ．固定資産
   有形固定資産
   無形固定資産

5,113
4,753
360

190,467
190,430

37

Ⅰ．流動負債
   運営費交付金債務
   その他流動負債
Ⅱ．固定負債

4,248
1,197
3,050
654

負債合計 4,902

純資産の部 金額

Ⅰ．資本金
   政府出資金
Ⅱ．資本剰余金
Ⅲ．利益剰余金

81,019
81,019
108,425
1,234

純資産合計 190,678

資産合計 195,580 負債純資産合計 195,580

  ② 損益計算書（http://www.artmuseums.go.jp/03/0302.html）   （単位：百万円）

区  分 実績額

経常費用（Ａ） 6,134

事業費 4,867
  人件費
  経費
   うち美術振興事業費
   うちナショナルコレクション形成・継承事業費
   うちナショナルセンター事業費

1,162
3,705
3,115
366
225

一般管理費 1,267
  人件費
  経費

515
752

経常収益（Ｂ） 6,448

補助金等収益
自己収入等
その他

4,079
2,215
154

臨時損益（Ｃ） 0

積立金取崩額（Ｄ） 1

当期総利益（Ｂ＋Ｃ＋Ｄ－Ａ） 315
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  ③ キャッシュ・フロー計算書（http://www.artmuseums.go.jp/03/0302.html）

                 （単位：百万円）

区   分 金  額

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ） 1,341

人件費支出 △1,726

運営費交付金収入 7,537

自己収入等 2,502

その他収入・支出 △6,972

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ） 183

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ） -

Ⅳ 資金増加額（Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 1,524

Ⅴ 資金期首残高（Ｅ） 3,229

Ⅵ 資金期末残高（Ｆ＝Ｄ＋Ｅ） 4,753

  ④ 行政サービス実施コスト計算書（http://www.artmuseums.go.jp/03/0302.html）               

（単位：百万円）

区   分 金  額

Ⅰ 業務費用（Ａ） 3,917

損益計算書上の費用 6,134

（控除）自己収入等 △2,217

（その他の行政サービス実施コスト）

Ⅱ 損益外減価償却相当額（Ｂ） 2,280

Ⅲ 損益外減損損失相当額（Ｃ） -

Ⅳ 損益外利息費用相当額（Ｄ） -

Ⅴ  損益外除売却差額相当額（Ｅ） 1

Ⅵ 引当外賞与見積額（Ｆ） 12

Ⅶ 引当外退職給付増加見積額（Ｇ） 73

Ⅷ 機会費用（Ｈ） 126

Ⅸ  （控除）法人税等及び国庫納付額（Ｉ） -

Ⅹ
行政サービス実施コスト（Ｊ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ

＋Ｇ＋Ｈ＋Ｉ）
6,408
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（２）財務諸表の科目の説明（主なもの）

  ① 貸借対照表

     現金及び預金  ：現金，預金

     その他流動資産 ：たな卸資産，未収入金，立替金など

     有形固定資産  ：土地，建物，機械装置，車両，工具器具備品，美術品・収蔵品な

ど独立行政法人が長期にわたって使用又は利用する有形の固定

資産

     無形固定資産 ：ソフトウェア，電話加入権など独立行政法人が長期にわたって

使用又は利用する無形の固定資産

        運営費交付金債務：独立行政法人の業務を実施するために国から交付された運営費

交付金のうち，未実施の部分に該当する債務残高

        政府出資金   ：国からの出資金であり，独立行政法人の財産的基礎を構成する

もの

        資本剰余金   ：国から交付された施設費や寄附金などを財源として取得した資

産で，独立行政法人の財産的基礎を構成するもの

     利益剰余金   ：独立行政法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額

  ② 損益計算書

     業務費経費   ：独立行政法人の事業に要した費用

     一般管理費経費 ：独立行政法人の一般管理に要した費用

     人件費     ：給与，賞与，法定福利費等，独立行政法人の職員等に要する経費

減価償却費   ：業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって費用

として配分する経費

補助金等収益 ：国・地方公共団体等の補助金等，国からの運営費交付金及び施設

整備費補助金のうち，当期の収益として認識した収益

     自己収入等   ：入場料収入，公募展事業収入，寄附金収益などの収益

その他     ：資産見返運営費交付金戻入，資産見返寄附金戻入，資産見返物品

受贈額戻入,資産見返補助金等戻入等が該当

臨時損益    ：固定資産の除却および売却，為替差損等が該当

③ キャッシュ・フロー計算書

     業務活動によるキャッシュ・フロー：

                独立行政法人の通常の業務の実施に係る資金の状態を表すサ

ービスの提供等による収入，原材料，商品又はサービスの購入に

よる支出，人件費支出等が該当

     投資活動によるキャッシュ・フロー：

                将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係

る資金の状態を表す

固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出が該当

     財務活動によるキャッシュ・フロー：

                増資等による資金の収入・支出，償券の発行・償還及び借入れ・
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返済による収入・支出等，資金の調達及び返済などが該当

  ④ 行政サービス実施コスト計算書

     業務費用：

独立行政法人が実施する行政サービスのコストのうち，独立行

政法人の損益計算書に計上される費用

     その他の行政サービス実施コスト：

                独立行政法人が実施する行政サービスのコストのうち，独立行

政法人の損益計算書には計上されないが，行政サービスの実施に

費やされたコスト

     損益外減価償却相当額：

                償却資産のうち，その減価に対応すべき収益の獲得が予定され

ないものとして特定された資産の減価償却費相当額（損益計算書

には計上していませんが，累計額は貸借対照表に記載されていま

す）

     損益外減損損失相当額：

                独立行政法人が中期計画等で想定した業務を行ったにもかか

わらず生じた減損損失相当額（損益計算書には計上していません

が，累計額は貸借対照表に記載されています）

     引当外賞与見積額：

財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合

の賞与引当金増減見積額（損益計算書には計上していませんが，

同額を貸借対照表に注記しています）

     引当外退職給付増加見積額：

                財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合

の退職給付引当金増減見積額（損益計算書には計上していません

が，同額を貸借対照表に注記しています）

     機会費用：

国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料によ

り賃借した場合の本来負担すべき金額などが該当

４ 財務情報

（１）財務諸表の概要

  ① 経常費用，経常収益，当期総利益，資産，負債，キャッシュ･フローなどの主要な財務

データの経年比較・分析

   （経常費用）

      当事業年度の経常費用は 6,134 百万円と，前事業年度比 331 百万円増（5.7%増）と

なっています。その内訳は，美術振興事業費が 3,972 百万円，ナショナルコレクショ

ン形成・継承事業費が 496 百万円，ナショナルセンター事業費が 399 百万円，及び一

般管理費が 1,267 百万円となっております。
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（経常収益）

      当事業年度の経常収益は 6,448 百万円と，前事業年度比 234 百万円増（3.76%増）

となっています。これは，補助金等収益が前事業年度比 100 百万円減（2.38%減）と

なったこと及び自己収入等が前事業年度比 334 百万円増（17.77%増）となったことが

要因です。

   （当期総利益）

      上記経常損益並びに臨時損益及び積立金取崩額 1百万円等を計上した結果，当期総

利益は 315 百万円と前事業年度比 119 百万円減（27.39%減）となっています。

   （資産）

      当事業年度末現在の資産合計は 195,580 百万円と，前事業年度末比 4,299 百万円増

（2.24%増）となっています。これは，美術品・収蔵品の購入及び寄贈による 3,273

百万円増（4.15%増）及び国立新美術館の土地の取得による 2,010 百万円増（3.4%増）

並びに建物に係る減価償却累計額が 2,126 百万円増（7.2%増）となったことが主な要

因です。

   （負債）

      当事業年度末現在の負債合計は 4,902 百万円と，前事業年度末比 738 百万円増

（17.73%増）となっています。これは，運営費交付金債務が前事業年度末比 705 百万

円増（143.29%増）及び預り寄附金が 280 百万円増（18.57%増）並びに未払金が前事

業年度末比 83百万円減（6.67%減）となったことが主な要因です。

   （業務活動によるキャッシュ・フロー）

      当事業年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 1,341 百万円と，前事業年度比

344 百万円増（34.48%増）となっています。これは，所蔵作品の購入による支出が前

事業年度比 566 百万円減（16.38%減）並びに入場料収入が前事業年度比 248百万円増

（24.46%増）となったことが主な要因です。

   （投資活動によるキャッシュ・フロー）

      当事業年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 183 百万円と前事業年度比 58

百万円増（46.12%増）となっています。これは，有形固定資産の取得による支出が前

年度比 1,398 百万円減（37.18%減）に対して，施設費による収入が前事業年度比 1,337

百万円減（34.34%減）であったことなどが要因です。

   （財務活動によるキャッシュ・フロー）

      当事業年度の財務活動によるキャッシュ・フローは，ありません。



12

   主要な財務データの経年比較               （単位：百万円）

区分 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

経常費用 5,047 5,721 5,958 5,803 6,134

経常収益 5,117 5,755 6,147 6,214 6,448

当期総利益 69 36 221 434 315

資産 173,954 179,278 186,222 191,281 195,580

負債 3,590 3,300 3,765 4,164 4,902

利益剰余金(又は繰越欠損金) 548 582 733 936 1,234

業務活動によるキャッシュ・フロー 477 △326 392 997 1,341

投資活動によるキャッシュ・フロー △140 68 18 125 183

財務活動によるキャッシュ・フロー － － － － －

資金期末残高 1,955 1,697 2,107 3,229 4,753

② セグメント事業損益の経年比較・分析

      当事業年度末における国立美術館の事業損益は 314 百万円と，前事業年度比 98 百

万円減(23.72%減)となっています。これは，自己収入等が前事業年度比 334 百万円増

（17.77%増）となったこと，補助金等収益が前事業年度比 100 百万円減（2.38%減）

となったこと及び事業費用が前事業年度比 331 百万円増（5.7%増）となったことが主

な要因です。

   事業損益の経年比較                      （単位：百万円）

区分 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

本部 37 25 △41 △10 △25

東京国立近代美術館 △10 △4 24 36 93

京都国立近代美術館 △14 △29 16 35 42

国立西洋美術館 81 △81 △4 37 39

国立国際美術館 △2 △11 19 45 △0

国立新美術館 △22 135 176 268 165

合計 69 34 190 411 314

  ③ セグメント総資産の経年比較・分析

     当事業年度末における国立美術館の総資産は 195,580 百万円と，前事業年度末比

4,299 百万円増（2.24%増）となっています。これは，美術品・収蔵品の購入及び寄

贈による 3,273 百万円増（4.15%増）及び国立新美術館の土地の取得による 2,010 百

万円増（3.4%増）並びに建物に係る減価償却累計額が 2,126 百万円増（7.2%増）とな

ったことが主な要因です。
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   総資産の経年比較                       （単位：百万円）

区分 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

本部 731 726 1,158 1,973 2,776

東京国立近代美術館 46,062 47,674 48,910 49,434 50,547

京都国立近代美術館 20,605 21,265 22,111 23,144 24,020

国立西洋美術館 18,758 20,019 21,335 21,240 21,781

国立国際美術館 18,713 18,458 19,293 19,716 19,369

国立新美術館 69,085 71,135 73,415 75,773 77,086

合計 173,954 179,278 186,222 191,281 195,580

  ④ 目的積立金の申請，取崩内容等

     当事業年度の総利益 315 百万円について，中期計画の剰余金の使途において定めた施

設・整備の充実，教育普及事業費の充実、及び調査研究事業の充実等に充てるため，独

立行政法人通則法（平成十一年七月十六日法律第百三号）第 44 条第 3 項に定める目的

積立金として申請しています。

     また，当事業年度において，前中期目標期間繰越積立金 502 百万円及び目的積立金

232 百万円のうち，ファイナンスリース損益相当額並びに調査研究事業及び入館者サー

ビスに充てるため，17 百万円を取り崩しています。

  ⑤ 行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析（内容・増減理由）

     当事業年度の行政サービス実施コストは 6,408 百万円と，前事業年度比 37 百万円増

（0.58%増）となっています。これは，損益外減価償却相当額が前事業年度比 46百万円

減（1.96%減）となったこと及び引当外退職給付増加見積額が前事業年度比 116 百万円

増（266.26%増）となったことが主な要因です。

   行政サービス実施コストの経年比較              （単位：百万円）

区分 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

業務費用 3,839 4,439 4,298 3,920 3,917

損益計算書上の費用 5,049 5,721 5,960 5,803 6,134

（控除）自己収入等 △1,210 △1,282 △1,662 △1,883 △2,217

損益外減価償却等相当額 2,361 2,340 2,279 2,325 2,280

損益外減損損失相当額 － － － － －

損益外利息費用相当額 － － － － －

損益外除売却差額相当額 2 1 120 13 1

引当外賞与見積額 4 5 １ △0 12

引当外退職給付増加見積額 △36 1 △15 △44 73

機会費用 1,058 705 40 156 126

(控除)法人税等及び国庫納付額 － － － － －

行政サービス実施コスト 7,228 7,491 6,723 6,371 6,408
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（２）重要な施設等の整備等の状況

  ① 当事業年度中に完成した主要施設等

     国立新美術館土地（取得価額 2,010 百万円）

     京都国立近代美術館講堂映像音響設備（取得価額 90百万円）

     国立新美術館監視カメラシステム（取得価額 65百万円）

（３）予算及び決算の概要

                       （単位：百万円）

区分
平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算 決算 予算 決算 予算 決算

収入 13,756 14,286 12,162 13,436 12,082 13,822

運営費交付金 7,546 7,546 7,460 7,460 7,471 7,471

展示事業収入 1,106 1,198 1,106 1,262 1,106 1,267

受託収入 － － － － － 43

寄附金収入 － 9 － 622 － 702

施設整備費補助

金

5,104 5,533 3,596 3,865 3,505 4,118

文化芸術振興費

補助金

－ － － 227 － 220

支出 13,756 14,032 12,162 13,368 12,082 13,554

人件費 976 978 1,082 1,077 1,102 1,164

一般管理費 1,077 1,113 1,004 1,075 1,004 1,082

展覧事業費 5,486 5,346 5,360 5,991 5,292 5,701

調査研究事業

費

196 155 181 158 177 197

教育普及事業

費

916 907 939 975 1,001 1,028

受託事業費 － － － － － 43

施設整備費 5,104 5,533 3,596 3,865 3,505 4,118

文化芸術振興費 － － － 227 － 220

区分
平成 28 年度 平成 29 年度

予算 決算 予算 決算 差額理由

収入 12,840 13,592 11,407 12,453

運営費交付金 7,501 7,501 7,537 7,537

展示事業収入 1,178 1,576 1,210 1,818 入場料収入等の増加

による

受託収入 － － － －

寄附金収入 650 848 650 678

施設整備費補助

金

3,511 3,458 2,010 2,258 前年度予算に係る工

事の完了による

文化芸術振興費

補助金

－ 210 － 163 文化庁による美術館・

歴史博物館重点分野

推進支援事業及び地

域の核となる美術館・

歴史博物館支援事業

による

支出 12,840 12,141 11,407 11,176

人件費 1,547 1,549 1,506 1,527

一般管理費 706 747 603 774 設備等の修繕及び支

払消費税の増加による

美術振興事業

費

2,381 2,236 2,507 2,648

ナショナルコレ

クション形成・継

承事業費

3,629 3,272 3,624 3,038 未達成の運営費交付

金債務の繰越による

ナショナルセン

ター事業費

415 365 508 371 未達成の運営費交付

金債務の繰越による

受託事業費 － － － －

寄附金事業費 650 305 650 398

施設整備費 3,511 3,458 2,010 2,258

文化芸術振興費 － 210 － 163 文化庁による美術館・

歴史博物館重点分野

推進支援事業及び地

域の核となる美術館・

歴史博物館支援事業

による
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（４）経費削減及び効率化に関する目標及びその達成状況

    当法人においては，当中期目標期間終了年度における一般管理費並びに業務経費を，前

中期目標期間の最終年度と比べて，一般管理費 15％，業務経費 5％を削減することを目標

としています。（ただし，美術作品購入費，美術作品修復費，土地借料等の特殊要因経費

はその対象としません。）

    この目標を達成するため，電気，ガス等の使用資源の削減，廃棄物の減量化，リサイク

ルの促進，従来，個別としていた契約の一本化や複数年契約による経費の削減等の措置を

講じました。

      （単位：百万円）

区分

前中期目標

期間最終年度

当中期目標

期間 削減率

平成 27年度 平成 29年度

一般管理費 679 459 △32.4%

業務経費 2,791 2,951 5.7%

   

一般管理費については，平成 27 年度比で 220 百万円（32.4％）削減し，15％削減の目

標を達成しております。

業務経費については，平成 27年度比で 160 百万円（5.7％）増加し,5％削減の目標を達

成できておりません。これは，美術振興事業において，夜間開館や多言語化など国内外か

らの来館者に対するサービスの充実を行ったことによります。

５ 事業の説明

（１）財源の内訳

    当事業年度の当法人の経常収益は 6,448百万円で，その主な内訳は，運営費交付金収益

3,905 百万円(収益の 60.55％)，資産見返運営費交付金戻入 142 百万円（2.2％），入場料

収入 1,253 百万円（19.43％），公募展事業収入 302 百万円（4.68％），不動産賃貸収入 135

百万円（2.08％），その他事業収入 119 百万円（1.84％），寄附金収益 397 百万円（6.15％），

施設費収益 11百万円（0.17％）,補助金等収益 163 百万円（2.52%）となっています。

（２）財務情報及び業務実績の説明

  ア 美術振興事業

     美術振興事業は，快適な観覧環境の提供に努めるとともに，多様な鑑賞機会を提供す

るための企画展及び所蔵作品展並びに巡回展等の展覧会の実施，美術創造活動の活性化

の推進のための美術団体等への展示室の貸与, 美術作品の保管・修理等に関する調査研

究, 美術に関する情報の拠点として，ライブラリーにおける資料の公開及びホームペー

ジによる情報発信等，国立美術館に関する情報公開及び国内外の美術に関する情報の収

集・提供等を実施する事業です。

     事業に要した費用は，人件費 857 百万円，展示設営費 116 百万円，展示品運送費 119

百万円，光熱水料 374 百万円，備品消耗品費 221百万円，業務委託費 1,453 百万円，設

備維持費 279 百万円，減価償却費 89百万円，その他 463 百万円となっています。
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  イ ナショナルコレクション形成・継承事業

     ナショナルコレクション形成・継承事業は美術作品の収集，所蔵作品の保管・管理及

び修理・修復，他の美術館が開催する展覧会への作品貸与を実施する事業です。

     事業に要した費用は，人件費 131 百万円，収蔵品修復費 81百万円，光熱水料 56 百万

円，業務委託費 101 百万円，設備維持費 40百万円，不動産賃借料 26百万円，減価償却

費 19百万円，その他 42百万円となっています。

  ウ ナショナルセンター事業

     美術教育の一翼を担うナショナルセンターとして，国内外の美術館等との連携・協力

を図り,モデル的な教材の開発や教員及び学芸員等の資質向上のための研修等の実施，

大学等との提携による，今後の美術館活動を担う中核的な人材の育成，全国の美術館等

の運営に対する援助及び助言，関係者の情報交換・人的ネットワークの形成等の活動を

目的とした事業,国内外のフィルム・アーカイブ等との情報交換を図りながら,映画・映

像作品の収集・保管・修復･復元等を実施する事業です。

     事業に要した費用は，人件費 174 百万円，旅費 8 百万円，光熱水料 70 百万円，備品

消耗品費 5 百万円，業務委託費 67 百万円，設備維持費 30 百万円，減価償却費 29 百万

円，その他 16百万円となっています。

（注記）本報告書の作成に当たり，百万円未満の金額については，四捨五入で統一をしているた

め，合計額等が合致していない部分があります。

以上


